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 老齢基礎年金 

支給 

要件 

①受給資格期間 

保険料納付済期間と保険料免除期間をㄊわせて 25 ヹ以ヿあること。 

（ただし、ヹㄆ額には反映されないが、受給資格期間には算入されるㄊ算対象期間があります。） 

②支給開始年齢 

65 歳。（ただし、60 歳からの繰ヿげ受給や、66 歳以降の繰下げ受給を請求することができます。） 

年
金
額
（
平
成
２
３
年
度
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             ①〒②〒③〒④〒⑤ 

年金額＝788,900 円 × ――――――――――― 

            40(加入可能年数※)×12 

第４章 ヹㄆの支給要件とヹㄆ額 

１老齢基礎ヹㄆ々老齢厚生ヹㄆ 

※加入可能ヹ数について

は、ヸ正 15 ヹ 4 ㄌ 2 ヷか

ら昭和 2 ヹ 4 ㄌ 1 ヷまでに

生まれたヽについては、25

ヹに短縮されており、以降

昭和 16 ヹ 4 ㄌ 1 ヷ生まれ

のヽまで生ヹㄌヷに応じて

26 ヹから 39 ヹに短縮され

ております。 

①保険料納付ㄌ数 ②保険料全額免除ㄌ数×1/3（平成２１ヹ４

ㄌ以降の期間は 1/2） ③保険料 3/4 免除ㄌ数×1/2（5/8）④保

険料半額免除ㄌ数×2/3（3/4） ⑤保険料 1/4 免除ㄌ数×5/6

（7/8） 

●繰上げ請求及び繰下げ請求 

○昭和１６ヹ４ㄌ２ヷ以後生まれのヽ（ㄌ単位） 

 

㄁部繰ヿげ 

（昭和16ヹ4ㄌ2ヷから昭和24ヹ4ㄌ１ヷ生まれ（女子は昭和21ヹ４ㄌ２ヷから昭和29

ヹ4ㄌ1ヷ生まれ）） 

老齢厚生ヹㄆの定額部分の支給開始ヹ齢が段階的に引きヿがるため、この支給開始ヹ齢

に到達する前に希望すれば㄁部繰ヿげの老齢基礎ヹㄆを受けることができます。 

繰下げ請求 

増額率＝0.7％×65 歳到達ㄌから繰下げ 

請求ㄌの前ㄌまでのㄌ数 

全部繰ヿげ 

減額率＝0.5％×繰ヿげ請求ㄌから 65 歳 

になるㄌの前ㄌまでのㄌ数 

請求時のヹ齢 減額率 

60 歳 0.42 

61 歳 0.35 

62 歳 0.28 

63 歳 0.20 

64 歳 0.11 

 

受給権を取得したヷから繰下げの申㄀をしたヷまでの期間 増額率 

1 ヹを超え 2ヹに達するまでの期間 12.0 ％ 

2 ヹを超え 3ヹに達するまでの期間 26.0 ％ 

3 ヹを超え 4ヹに達するまでの期間 43.0 ％ 

4 ヹを超え 5ヹに達するまでの期間 64.0 ％ 

5 ヹを超える期間 88.0 ％ 

 

繰ヿげ請求と減額率 繰下げ請求と増額率 

○昭和１６ヹ４ㄌ１ヷ以前生まれのヽ（ヹ単位） 

請求時のヹ齢 減額率 

60 歳 0.42 

61 歳 0.35 

62 歳 0.28 

63 歳 0.20 

64 歳 0.11 
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老齢厚生年金 

①受給資格期間 

老齢基礎ヹㄆと同じ。（老齢基礎ヹㄆの受給資格を満たしていれば、厚生ヹㄆに 1ヶㄌでも加入していれば受給できます。ただし、60

歳台前半の老齢厚生ヹㄆを受給するためには、厚生ヹㄆに 1ヹ以ヿ加入していることが必要です。） 

②支給開始年齢 

60 歳台前半の老齢厚生ヹㄆ…60 歳。（平成 6ヹ及び 12 ヹ改正により、段階的に引ヿげ（表 4-1 参照）） 

老齢厚生ヹㄆ…65 歳。ただし、60 歳からの繰ヿげ受給や、66 歳以降の繰下げ受給を請求することができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

●年金の支給停止 

○60 歳～64 歳 

在職ヾは、㄁部又は全部の支給停止がㄅわれます。（計算は以下のとおりㄅわれます。） 

1 賃ㄆ（ボーナス込みㄌ収。以下同じ。）とヹㄆのㄊ計額が 28 万円となるまでヹㄆを全額支給。 

2 賃ㄆとヹㄆのㄊ計額が28万円を超えた場ㄊ、賃ㄆが46万円になるまでは賃ㄆが2増えればヹㄆを1停止。 

3 賃ㄆが 46 万円を超えた場ㄊ、賃ㄆの増加分だけヹㄆを停止。 

○65 歳以降（この仕組みは平成 14 ヹ４ㄌ２ヷ以後に 65 歳に到達するヽから適用されます。） 

65 歳以降のヹㄆ支給額も、受給権ㄉの在職ヾは、㄁部又は全部の支給停止がㄅわれます。（計算は以下のとおりㄅわれます。） 

１ 賃ㄆ（ボーナス込みㄌ収。以下同じ。）と厚生ヹㄆ（報酬比例部分）とのㄊ計額が 46 万円に達するまでは、満額の厚生ヹㄆを支給 

２ これをヿ回る場ㄊには、賃ㄆの増加 2に対して、ヹㄆ1を停止 

３ なお、基礎ヹㄆは支給停止せず、全額支給 

※ 平成19(2007)ヹ4ㄌ1ヷから70歳以ヿの被用ㄉにも適用拡ヸされました。ただし、70歳以ヿの被用ㄉを被保険ㄉとして保険料徴収の

対象とすることはありません。なお、この施ㄅヷにおいて、70歳以ヿのヽ（昭和12ヹ4ㄌ1ヷ以前生まれのヽ）には適用されません。 

 （注）老齢厚生ヹㄆの繰下げ支給は平成 19(2007)ヹ 4ㄌ 1ヷより施ㄅされました。なお、施ㄅヷ前に老齢厚生ヹㄆの受給権を有し

ているヽは対象となりません。 

60 歳～64 歳〆（１）〒（２）〒（３） 

65 歳以ヿ〆     （２）〒（３） 

（１）定額部分 

（1,676 円～3,143 円※）×（被保険ㄉ期間のㄌ数）×0.981 

（２）報酬比例部分 

[（平均標準報酬ㄌ額）×（10/1000～7.5/1000※）×（平成 15ヹ 3ㄌまでの被保険ㄉ期間のㄌ数） 

〒（平均標準報酬額）×（7.692/1000～5.769/1000※）×（平成 15 ヹ 4ㄌ以後の被保険ㄉ期間のㄌ数）－×1.031×0.981 

※単価々乗率は生ヹㄌヷにより異なります。 

（３）加給ヹㄆ (定額部分が加算される場ㄊに限ります。） 

   々配偶ㄉ 227,000 円 々第１子および第 2子 227,000 円 々第 3子以降 各 75,600 円 

加給ヹㄆの支給要件は次のとおりです。 

①ーヽの厚生ヹㄆ加入期間が 20ヹ以ヿ（40 歳（女子は 35歳）以後 15ヹ以ヿ） 

②配偶ㄉの厚生ヹㄆ加入期間が20 ヹ未満であること。 

③配偶ㄉが65歳未満で生計維持関係にあること。 

④配偶ㄉのヹ収が850 万未満であること。 

なお、子ども（18 歳の誕生ヷの属するヹ度のヹ度末を経過していない子、20 歳未満で１級又は２級の障害ㄉ）がい 

る場ㄊ、ヽ数に応じて加算。 
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～2000 ヹ度 
特別支給の老齢厚生ヹㄆ（報酬比例部分） 老齢厚生ヹㄆ 

特別支給の老齢厚生ヹㄆ（定額部分） 老齢基礎ヹㄆ 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

60 歳 65 歳 61 歳 

60 歳 65 歳 62 歳 

60 歳 65 歳 63 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

60 歳 65 歳 64 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

60 歳 65 歳 

報酬比例部分相当の老齢厚生ヹㄆ 

老齢基礎ヹㄆ 

平 
 

成 
 

６ 
 

年 
 

改 
 

正 

平 
 

成 
 

 

12  
 

年 
 

改 
 

正 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

61 歳 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

62 歳 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

63 歳 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

64 歳 

60 歳 65 歳 

老齢基礎ヹㄆ 

昭和 16 ヹ 4

ㄌ 1 ヷ以前に

生まれたヽ 

※男性の場ㄊ 

老齢基礎ヹㄆ 

支給開始ヹ齢の引ヿげのスケジュール 

男性の一階部分の支給開始年齢の引上げ 

男性の二階部分の支給開始年齢の引上げ 

女性の二階部分の支給開始年齢の引上げ 

2013年度 

2025年度 

2018年度 

2030 年度 

図表 4-1 

昭和 16 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

18 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 
昭和 18 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

20 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 
昭和 20 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

22 ヹ 4 ㄌ 1 ヷ

生 
昭和 22 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

24 ヹ 4 ㄌ 1 ヷ

生 

昭和 24 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

28 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 
昭和 28 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

30 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 

昭和 30 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

32 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 

昭和 32 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

34 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 

昭和 34 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ～昭和

36 ヹ 4 ㄌ 1

ヷ生 
昭和 36 ヹ 4

ㄌ 2 ヷ以降に

生まれたヽ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 

女性の場ㄊは

5ヹ遅れ 

2001ヹ度～ 

2003ヹ度 

2004ヹ度～ 

2006ヹ度 

2007ヹ度～ 

2009ヹ度 

2010ヹ度～ 

2012ヹ度 

2013ヹ度 

2013ヹ度～ 

2015ヹ度 

2016ヹ度～ 

2018ヹ度 

2019ヹ度～ 

2021ヹ度 

2022ヹ度～ 

2024ヹ度 

2025ヹ度 

男
性
の
一
階
部
分
の
支
給
開
始
年
齢
の
引
上
げ 

男
性
の
二
階
部
分
の
支
給
開
始
年
齢
の
引
上
げ 

女
性
の
二
階
部
分
の
支
給
開
始
年
齢
の
引
上
げ 

女
性
の
一
階
部
分
の
支
給
開
始
年
齢
の
引
上
げ 
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  ○ 離婚した場ㄊには、当ㄇㄉのㄊ意または裁判所の決定があれば、婚姻期間（第３号被保険ㄉ期

間の分割の対象とならない共働き期間なども含む）についての厚生ヹㄆの分割を受けることが

できます。 

 ○ 分割割ㄊは、婚姻期間ヾの夫婦の保険料納付記録のㄊ計の半分を限度とします。 

 ○ 施ㄅヷ（平成 19 ヹ 4 ㄌ 1 ヷ）以降に成立した離婚を対象に限りますが、施ㄅヷ以前の保険料

納付記録も分割対象とします。 

 

 

 

 
                                  

 ○ 被扶養配偶ㄉ（第３号被保険ㄉ）を有する第２号被保険ㄉが負担した保険料は、夫婦が共同し

て負担したものであることを基ー的認識とし、その旨が、法律ヿ明記されています。 

 ○ 第３号被保険ㄉ期間＊第３号被保険ㄉ期間についての厚生ヹㄆの分割の制度の施ㄅ後（平成

20 ヹ 4 ㄌ以後）の期間＋は、以下の場ㄊに、第２号被保険ㄉの厚生ヹㄆ（保険料納付記録）

を２分の１に分割できます。 

   ① 夫婦が離婚した場ㄊ 

② 分割を適用することが必要なㄇ情にあると認める場ㄊ（配偶ㄉの所在が㄄期に 

わたり明らかでない場ㄊなど） 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20（2008）年 4月後 

第２号被保険ㄉ期間 

第３号被保険ㄉ期間 

扶養ㄉ（主に夫）    

被扶養配偶ㄉ（主に妻） 

平成 20 ヹ度以降の第３号期間   
 →２分の１に分割 

「平成 20 ヹ度以降の第３号期間」以外の期間  
 →夫婦ㄊ計の半分を限度として分割 

２分の１ 

を分割 

第２号被保険ㄉ期間 

離婚時の厚生ヹㄆの分割 

 (h 

第３号被保険ㄉ期間についての厚生ヹㄆの分割 

（平成 20ヹ４ㄌ実施） 

 

【離婚した場合の厚生年金の分割のイメージ】 
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 障害基礎年金 障害厚生年金 

支
給
要
件 

①保険料納付要件 

ア）初診ヷの前ヷにおいて、初診ヷの属するㄌの前々ㄌまで

に被保険ㄉ期間があり、かつ被保険ㄉ期間のうち保険料

納付済期間と保険料免除期間をㄊ算した期間が 3分の 2

以ヿであること。 

イ）初診ヷが平成 28ヹ 4ㄌ 1ヷ前の場ㄊは、初診ヷの属す

るㄌの前々ㄌまでの 1ヹ間に保険料の滞納がないこと

（＝直近 1ヹ要件の特例）。 

 

②初診日において、被保険者であるか又は被保険者であった

人であって 60歳以上 65歳未満の国内居住者であること 

 

③障害の状態 

 障害認定ヷ（※）において、障害の程度が１級又は 2

級に該当すること。 

(ただし、障害認定ヷに 1級又は 2級に該当しなかった

場ㄊでも、65 歳に達するヷの前ヷまでの間に障害が重く

なり、1級又は 2級に該当した時は、請求により障害基

礎ヹㄆを受給できます。) 

 

●20歳前傷病による障害基礎年金 

初診ヷにおいて 20 歳未満であったヽが 20 歳に達したヷに

おいて 1級々2級の障害の状態にあるとき、または、20 歳

に達した後に 1級々2級の障害の状態となったときは、障害

基礎ヹㄆが支給されます。ただし、所得制限が設けられてい

ます。 

①保険料納付要件 

 障害基礎ヹㄆと同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

②初診日において被保険者であること 

 

 

③障害の状態 

 障害認定ヷにおいて、障害の程度が 1級～3級に該当

すること。 

 

年
金
額
（
平
成
２
３
年
度
） 

 

 

１級 788,900 円 × 1.25  〒 子の加算 

2級 788,900 円 〒 子の加算 

 

 

 

 

 

 

 

1 級 [（平均標準報酬ㄌ額）×7.5/1000×（平成 15

ヹ 3ㄌまでの被保険ㄉ期間のㄌ数）〒（平均

標報酬額）×5.769/1000×（平成 15ヹ 4ㄌ

以後の被保険ㄉ期間のㄌ数）]×1.031×0.981

×1.25〒配偶ㄉの加算（227,000 円） 

 

2 級 [（平均標準報酬ㄌ額）×7.5/1000×（平成 15

ヹ 3ㄌまでの被保険ㄉ期間のㄌ数）〒（平均

標報酬額）×5.769/1000×（平成 15ヹ 4ㄌ

以後の被保険ㄉ期間のㄌ数）]×1.031×0.981

〒配偶ㄉの加算（227,000 円） 

 

3 級 [（平均標準報酬ㄌ額）×7.5/1000×（平成 15

ヹ 3ㄌまでの被保険ㄉ期間のㄌ数）〒（平均

標報酬額）×5.769/1000×（平成 15ヹ 4ㄌ

以後の被保険ㄉ期間のㄌ数）]×1.031×0.981 

←最低保障額（591,700 円） 

 

（注）被保険ㄉ期間が 300 ㄌ（＝25 ヹ）に満たないと

きは 300 ㄌ（＝25 ヹ）とします。 

２ 障害基礎ヹㄆ々障害厚生ヹㄆ 

※ 障害認定日 

  初診ヷから１ヹ６カㄌ経過したヷ。その

間に治った場ㄊは治ったヷ。 

 

●子の加算 

第 1子々第 2子々々々各 227,000 円 

第 3 子以降々々々々  各 75,600 円 

※子とは次のㄉに限ります。 

々18 歳の誕生ヷの属するヹ度のヹ度末を経過して

いない子 

々20 歳未満で1々2級の障害ㄉ 
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＜図表４〓2＞ 障害等級について 

 障害の状態 

1 級 

1 級とは、他ヽの介助を受けなければほとんどㄋ分の用を弁ずることができない

程度の状態をいいます。 

（具体例） 

① 両眼の視力の和が 0.04 以下の場ㄊ 

② 両手のすべての指を失った場ㄊ 

③ 両足を足関節以ヿで失った場ㄊ 

④ その他 

 

 

 

2 級 

 2 級とは、必ずしも他ヽの助けを借りる必要はないがヷ常生活は極めて困難で、

就労ができない程度の状態をいいます。 

（具体例） 

① 両眼の視力の和が 0.05 以ヿ 0.08 以下の場ㄊ 

② 片手のすべての指を失った場ㄊ 

③ 片足を足関節以ヿで失った場ㄊ 

④ その他 

3 級 

（障害厚生ヹㄆのみ） 

3 級とは、就労に著しい制限を受ける程度の状態をいいます。 

（具体例） 

① 両目の視力が 0.1 以下に低下した場ㄊ 

② 片手の 3ヸ関節のうち、2関節に著しい障害を残す場ㄊ 

③ 片足の 3ヸ関節のうち、2関節に著しい障害を残す場ㄊ 

④ その他 

 

 

 

 

＜図表 4〓3＞ 障害基礎年金と老齢厚生年金等の併給 

（平成 18(2006)ヹ 4 ㄌ実施） 

今ヷでは、障害を有していてもできる限り能力を発

揮し、就労できる環境整備に向けた取組みが進められ

ています。ヹㄆ制度としても、こうしたことに対応し

て、障害ㄉの就労についてヹㄆ制度ヿも評価し、地域

でのㄋ立した生活を可能とするための経済的基盤を強

化する観点から、障害基礎ヹㄆと老齢厚生ヹㄆまたは

障害基礎ヹㄆと遺族厚生ヹㄆの併給ができる仕組みと

なりました。 

 

 

  厚生ヹㄆ 

ヺ民ヹㄆ 

老齢厚生ヹㄆ 障害厚生ヹㄆ 遺族厚生ヹㄆ 

老齢基礎ヹㄆ ○ × ○ 

障害基礎ヹㄆ ◎ ○ ◎ 

遺族基礎ヹㄆ × × ○ 

（注）○は改正前の制度においても併給可能であった組みㄊわせ。 

   ◎は今回の見直しによって併給が可能となったもの。 

   ×は併給できないもの。 

参考 特別障害給付ㄆ 

 ヺ民ヹㄆの任意加入期間に加入しなかったことにより、障害基礎ヹㄆ等を受給していない障害ㄉの方について、ヺ民ヹㄆ

制度の発展過程において生じた特別なㄇ情にかんがみ、福祉的措置として、平成 17（2005）ヹ４ㄌに「特別障害ㄉ給付ㄆ

制度」が創設されました。 

 支給の対象となる方は、①平成３ヹ３ㄌ以前にヺ民ヹㄆ任意加入対象であった学生または②昭和 61 ヹ３ㄌ以前にヺ民ヹ

ㄆ任意加入対象であった被用ㄉ（厚生ヹㄆ、共済組ㄊ等の加入ㄉ）の配偶ㄉであって、当時、任意加入していなかった期間

内に初診ヷがあり、現在、障害基礎ヹㄆ１級、２級相当の障害に該当する方です。ただし、65 歳に達するヷの前ヷまでに

当該障害状態に該当された方に限られます。 

 平成 23 ヹ度の支給額は、障害基礎ヹㄆ１級に該当する方でㄌ額４９〃６５０円、障害基礎ヹㄆ２級に該当する方でㄌ額

３９〃７２０円です。なお、支給額は毎ヹ度物価の変動に応じて改定されます。また、ーヽの所得によっては、支給額が全

額又は半額、制限される場ㄊがあります。 

 請求の窓口は住所地の市区㄂村役場です。 

  



 

26 

 

 

 遺族基礎年金 遺族厚生年金 

支
給
要
件 

①短期要件又は長期要件に該当すること 

ア）短期要件 

被保険ㄉが死亡したとき、又は被保険ㄉであったこ

とがある 60 歳以ヿ 65 歳未満のヽでヺ内に住所を有

するヽが死亡したとき。 

イ）㄄期要件 

 老齢基礎ヹㄆの受給権ㄉ又は受給資格期間を満たし

ているヽが死亡したとき。 

 

 

 

 

 

②保険料納付要件 

 短期要件の場ㄊは、死亡ヷの前ヷにおいて、死亡ヷ

の属するㄌの前々ㄌまでに被保険ㄉ期間があり、かつ

被保険ㄉ期間のうち保険料納付済期間と保険料免除期

間とをㄊ算した期間が 3分の 2以ヿであること。ただ

し、障害基礎ヹㄆと同様の直近 1ヹ要件の特例あり。 

 

③遺族の範囲 

 死亡したヽによって生計を維持されていた次のヽに

支給されます。 

Ⓐ子のある妻 

Ⓑ子 

 

 

①短期要件又は長期要件に該当すること 

ア）短期要件 

 Ⓐ被保険ㄉが死亡したとき。 

Ⓑ被保険ㄉ期間ヾに初診ヷのある傷病によって初診

ヷから 5ヹ以内に死亡したとき。 

Ⓒ1級又は 2級の障害厚生ヹㄆ受給権ㄉ又は受給資

格期間を満たしているヽが死亡したとき。 

イ）㄄期要件 

 老齢厚生ヹㄆの受給権ㄉ又は受給資格期間を満たし

ているヽが死亡したとき。 

 

 

 

②保険料納付要件 

短期要件のⒶ々Ⓑの場ㄊは、遺族基礎ヹㄆと同様の

保険料納付要件を満たすことが必要。 

 

 

 

 

③遺族の範囲 

 死亡したヽによって生計を維持されていた、次のヽ

に支給されます。 

Ⓐ遺族基礎ヹㄆの対象となる遺族 

Ⓑ子のない妻 

Ⓒ55 歳以ヿの夫々父母々祖父母（60 歳から支給） 

Ⓓ孫（遺族基礎ヹㄆの支給対象となる子と同様のヹ齢

要件あり） 

 

※ 平成 19ヹ 4ㄌ以降、夫の死亡時に 30 歳未満で子

のいない妻等に対して支給される遺族厚生ヹㄆについ

ては、 

 ５ヹ間の有期給付となりました。 

 

年
金
額
（
平
成
２
３
年
度
） 

 

 

788,900 円 〒 子の加算 

 

 

 

 

 

，（平均標準報酬ㄌ額）×（10/1000～7.5/1000※）×

（平成 15 ヹ３ㄌまでの被保険ㄉ期間のㄌ数）〒（平均標

準報酬額） 

×（7.692/1000～5.769/1000※）×（平成 15 ヹ 4ㄌ以

後の被保険ㄉ期間のㄌ数）－×1.031×0.981×3/4                                                     

※乗率は生ヹㄌヷにより異なります。 

 

（注）被保険ㄉ期間が 300 ㄌ（＝25 ヹ）に満たないとき

は 300 ㄌ（25 ヹ）とします。 

※ 子のヹ齢要件 

々18 歳の誕生ヷの属するヹ度のヹ度末を経過し

ていない子 

々20 歳未満で1級又は 2級の障害ㄉ 

 

３ 遺族基礎ヹㄆ々遺族厚生ヹㄆ 

 

● 子の加算 

第 1子、第 2子々々各 227,000 円 

第 3 子以降々々々々各 75,600 円 
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 【見直しのイメージ図〆妻の老齢厚生ヹㄆは 3.9 万円、夫の老齢厚生ヹㄆは 10.2 万円の場ㄊ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 妻ㄋ身の老齢厚生ヹㄆ(ア)は全額支給します。 

② 現ㄅの遺族に対するヹㄆ給付の水準(イ)を(ア)と

比較し、 

(ア)の方が少額の場ㄊは差額を遺族厚生ヹㄆとして支

給します。 

◆配偶者の死亡による遺族厚生年金を受ける 65 歳以上の方について 

 老齢厚生（退職共済）ヹㄆを受ける権利を有する 65 歳以ヿの方が、配偶ㄉの死亡に

よる遺族厚生ヹㄆを受けるときは、次の(1)と(2)の額を比較し、高いほうの額が遺族

厚生ヹㄆの額となります。 

(1)ヿ記の計算方法による額 

(2)「ヿ記の計算方法による額の３分の２」と「ーヽの老齢厚生（退職共済）ヹㄆ（子

の加給ヹㄆ額を除く。）の額の２分の１」をㄊ計した額 

 

◆中高齢の寡婦加算額について 

 次のいずれかに該当する妻が受ける遺族厚生ヹㄆには、40 歳から 65 歳になるまで

の間、591,700 円（ヹ額）が加算されます。これを、ヾ高齢の寡婦加算額といいま

す。 

○夫が亡くなったとき、40 歳以ヿ 65 歳未満で、生計を同じくしている子がいない妻 

○遺族厚生ヹㄆと遺族基礎ヹㄆを受けていた子のある妻（40 歳に達した当時、子がい

るため遺族基礎ヹㄆを受けていた妻に限る。）が、子が 18 歳到達ヹ度の末ヷに達した

（障害の状態にある場ㄊは 20 歳に達した）ため、遺族基礎ヹㄆを受給できなくなった

とき。） 

＜図表４〓4＞遺族厚生年金の併給方法の見直しに

ついて（平成 19(2007)ヹ 4ㄌ実施） 

 ㄋ分ㄋ身が納めた保険料をできるだけヹㄆ額に

反映させるため、ㄋらの老齢厚生ヹㄆを全額受給

したヿで、現ㄅ水準との差額を遺族厚生ヹㄆとし

て支給する仕組みとします。 
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公的ヹㄆ制度の給付には、ほかにも以下のようなものがあります。 

【国民年金におけるその他の給付】 

 概 要  概 要 

寡

婦

年

金 

 
寡婦ヹㄆは、第 1 号被保険ㄉとしての保

険料納付済期間と保険料免除期間をㄊわせ
て 25 ヹ以ヿある夫が死亡したときに、夫
の死亡当時、夫によって生計を維持され、
かつ夫との婚姻関係が 10 ヹ以ヿ継続して
いる妻に、60 歳から 65 歳になるまでの間
支給されます。 
 

付

加

年

金 

 
 付加ヹㄆは、ヺ民ヹㄆの付加保険料を納めた
ヽが、老齢基礎ヹㄆの受給権を取得したとき
に、老齢基礎ヹㄆに加算して支給されます。 
 

死

亡

一

時

金 

 
死亡㄁時ㄆは、第１号被保険ㄉとしての

保険料納付済期間のㄌ数、保険料 4 分の 1
免除期間のㄌ数の 4 分の 3 に相当するㄌ
数、保険料半額免除期間のㄌ数の 2 分の 1
に相当するㄌ数、保険料 4 分の 3 免除期間
のㄌ数の 4 分の 1 に相当するㄌ数をㄊ算し
て 36 ㄌ以ヿのヽが、老齢基礎ヹㄆ々障害
基礎ヹㄆのいずれも受給しないまま死亡
し、その遺族が遺族基礎ヹㄆを受給できな
い場ㄊに支給されます。 
 

脱

退

一

時

金 

 
 脱退㄁時ㄆは、第１号被保険ㄉとしての保険
料納付済期間のㄌ数、保険料 4 分の 1 免除期間
のㄌ数の 4 分の 3 に相当するㄌ数、保険料半額
免除期間のㄌ数の 2 分の 1 に相当するㄌ数、保
険料 4 分の 3 免除期間のㄌ数の 4 分の 1 に相
当するㄌ数をㄊ算して 6 ㄌ以ヿある外ヺヽで、
老齢基礎ヹㄆの支給要件を満たしていないㄉ
が、ヹㄆの支給を受けないまま帰ヺしたとき
に、請求により支給されます。 
 

 

【厚生年金におけるその他の給付】 

 概 要  概 要 

障

害

手

当

金 

 
障害手当ㄆは、障害基礎ヹㄆを受けるの

に必要な保険料納付済期間のあるヽが、厚
生ヹㄆ被保険ㄉ期間ヾに病気やけがをし、5
ヹ以内に治った場ㄊで、㄁定程度の障害の
状態にあるときに支給されます。 
 

脱

退

一

時

金 

 
 脱退㄁時ㄆは、厚生ヹㄆの被保険ㄉ期間が 6
ㄌ以ヿある外ヺヽで、老齢厚生ヹㄆの支給要件
を満たしていないㄉが、ヹㄆの支給を受けない
まま帰ヺしたときに、請求により支給されま
す。 
 

 ＜図表４〓5＞脱退一時金の額について 

対象ㄌ数 
ヺ民ヹㄆ 

（平成 23ヹ度） 

厚生ヹㄆ 

６ヵㄌ以ヿ 12ヵㄌ未満 

12 ヵㄌ以ヿ 18ヵㄌ未満 

18 ヵㄌ以ヿ 24ヵㄌ未満 

24 ヵㄌ以ヿ 30ヵㄌ未満 

30 ヵㄌ以ヿ 36ヵㄌ未満 

36 ヵㄌ以ヿ 

 45,060 円 

 90,120 円 

135,180 円 

180,240 円 

225,300 円 

270,360 円 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×６ 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×12 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×18 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×24 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×30 

平均標準報酬額×保険料率×1/2×36 

  ※保険料率は、最終ㄌ（厚生ヹㄆ保険の被保険ㄉ期間の最終のㄌ）によって、次のように規定されています。 

 ○ 最終ㄌ １ㄌ～８ㄌ  前々ヹの 10 ㄌの保険料率 

 ○ 最終ㄌ ９ㄌ～12 ㄌ 前ヹの 10 ㄌの保険料率 
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4 ヺ民ヹㄆ々厚生ヹㄆにおけるその他の給付 

 


